
































区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

・設置の趣旨・目的が活かされるよう,設置計画を
確実に履行すること。また,学術の理論及び応用を
教授研究するという大学院の目的に照らし,開設時
から充実した教育研究活動を行うことはもとより,
その水準を一層向上させるよう努めること。

・開学後すぐに「大阪女学院大学国際共生研究所」
を設置。最初の研究課題として,国際社会における
共生の詳細な現状分析及びあるべき共生の姿を研究
する「社会的公正に基づく共生」を設定し,研究活
動を開始した。個々の教員の個別的研究に留まら
ず,複数の教員による共同研究により研究所のﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄとしての総合的な研究を行う。(21)

・各研究員の個別専門研究を報告し議論することに
より、各研究員の専門分野を相互に理解するととも
に、今後の共同研究のための共通部分の認識を強化
することを目的として,「国際共生研究所」の研究
会を平成22年4月現在,11回にわたって開催してい
る。(22)

・「国際共生研究所」の研究会は平成23年4月開催
分で第17回を数えている。また,『国際関係入門-共
生の観点から』(東信堂 全187ページ)を本大学院及
び研究所に所属する教員の共著で刊行した。(23)

認　　可　 時
（20年11月）

・海外調査やインターンシップの受け入れ団体はア
ジア太平洋地域を想定しているが,将来的に学生の
ニーズが多様化しうることも念頭に置き,海外調査
やインターンシップの派遣先地域の拡大及びその実
施費用の支援を図るよう努めること。
また,海外調査やインターンシップ中の学生の安全
面の責任体制及び具体的な安全確保に努めること。

・特に派遣する学生の安全の確保に留意しつつ,ア
ジア太平洋地域外での海外調査やインターンシップ
の実施提携先についての調査を開始した。学生の安
全確保と万一の場合の病気や不慮の事故等に備え
て,現在の学内の緊急時の体制をさらに整備すると
ともに加盟している特定非営利活動法人「海外留学
生安全対策協議会（JCSOS）」を通じ,同協議会が展
開するよりきめの細かな支援体制を活用し,対処す
る予定である。(21)

・海外調査先は在学する院生の研究課題に沿って本
大学院教員がサポートし,個別に交渉,確保してい
る。また,いずれも派遣費用の半額かつ20万円を上
限に奨学金として支給しており,その結果,院生の負
担は全て20万円以内に収まっている。(22)

・海外でのプログラムの緊急時体制を検証,強化す
るためにJCSOSの協力により専門家を迎えて学長以
下関係者多数が出席し,インドでの事故を想定した
体験的対応ｼｭﾐｭﾚｰｼｮﾝを平成22年7月に実施した。ま
た,H23年度に転入学の後期課程生の海外調査先は,
同学生の研究テーマの関係でWHO世界保健機関の
ジュネーブ本部を予定している。(23)

・修士課程と博士課程を同時に開設する趣旨を踏ま
え継続的な学生確保に努めること。(平和人権シス
テム専攻（Ｄ）)

・留学生の就学を在学期間中継続して支援する独自
の奨学金制度を整備,現在,平成21年10月入学生の募
集を積極的に展開している。(21)

・英語によるHPを整備し,留学生への支給奨学金制
度等の積極的なPRを実施した。前期課程ではあるが
次年度志願者(留学生)を得る見通しである。(22)

・本学院短大や学部卒業後も引き続いて研鑽に努め
ている卒業生や人権,平和意識に共通点の多い本学
院高校卒業生を意識し,同窓会報等を用いた周知に
努めてきた結果,社会経験が豊かな本学院高校卒業
生からの入学希望が寄せられるなど,成果が少しず
つであるが出始めている。また,学部の全面的なカ
リキュラム改訂を行い,本学大学院への接続を明確
にした国際関係法を学ぶ専攻をH24年度より設け,対
応する。(23)

・校舎が大阪女学院短期大学と共用であるので,教
育研究の支障のないようにすること

・院生の共同研究室を比較的,短期大学や学部学生
が立ち入らない,研究に集中できる領域に確保して
配慮している。(21)

・夜間の研究環境をより充実させるために大学図書
館の院生のPCやプリンタ利用についての環境整備を
行った。(22)

・院生に貸与しているノートPCの利用環境を充実さ
せるため,大学図書館全館で利用可能にする無線LAN
環境の整備を行う。(23)

設置計画履行状況
調　　 査　　 時
（22年10月）

設置計画履行状況
調　　 査　　 時

（23年8月）

　　　４　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　に対する履行状況等について，毎年度，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付け

　　　３　入学定員超過に係る留意事項への履行状況については，指摘を受けた学科等についてのみ記

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，

　　　　毎年度，具体的に記入し，報告年度（丸数字）を付記してください。

　　　２　「設置計画履行状況調査時」欄には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された留意事項

　　　　る資料を添付してください。

　　　　入してください。

６　留意事項に対する履行状況等

（注）１　「認可時」欄には，当該大学等の設置認可時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は
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